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はじめに ―わが国の企業の活力維持を可能にするために― 
 
 わが国の企業年金制度は、長引く景気低迷、運用環境の悪化を受け、急激に財政
状況が悪化しており、母体企業の損益、キャッシュフローに多大な影響を与えてい
る。さらに、今後の高齢化の進展により、退職者への年金給付コストが企業収益に与
える影響はこれまで以上に増大してゆくことが予想される。 
 こうした中、1)確定給付企業年金法が制定され、基金型企業年金、規約型年金、キ
ャッシュバランスプランという新たな企業年金制度が設定された、2)確定拠出年金法
が制定され、確定拠出型年金も利用できるようになるなど、制度の枠組みは整備さ
れつつある。 
 しかしながら、これらの各制度は、利用する企業の立場から見れば必ずしも利用し
やすい制度であるとは言えない面が多い上、従来から課題が指摘されていて未だ改
善されていないものも多数残されており、こうした視点からも昨年度も当協議会からも
要望提出を行ったところである。 
 そもそも企業年金制度は、民間企業が従業員との間で労働協約という私的契約関
係で行うという年金制度であって、この性格からは公的年金を補完することで十分で
あり、公的年金に期待されうるような財務上、制度運営上の負担が強いられるべきで
はないと考える。 
 企業年金制度の負担によって企業の自由で活発な経済活動が妨げられるような事
態は避けねばならないし、また、過大な負担が企業年金制度の維持を困難にすると
いうような事態も避けねばならない。 
 使い勝手の悪い企業年金制度が足枷となって、企業の活発な経済活動を困難にす
ることや企業年金制度が維持できなくなるといった事態は、最終的には勤労者、国民
の不利益となることに十分な留意が必要である。 
 以上のような問題意識に基づき、企業の資金調達の円滑化に関する協議会・企業
年金委員会は議論を重ねてきたところであり、本要望書において現状制度の課題に
ついて昨年度に引き続き改善を求めるものである。 
 周知の通り、わが国の企業年金制度に関しては、過去においては様々な規制が存
在していたが、財務省(旧大蔵省)、厚生労働省(旧厚生省)を始めとする関係各方面
のご理解、ご尽力により、現状においては、例えば運用面では規制はほとんど撤廃さ
れ各企業の判断に基づいた自由な運用、多種多様な運用商品の利用が可能となっ
た。 
 さらに、昨年11月には2004年度の年金改革に向けた厚生労働省の企業年金制度
改革案についても昨年度より当協議会から要望した内容についてかなりの部分を盛
り込んでもらう運びとなり、また金融機関を初めとする関係各方面の方々にも、新企
業年金における運用面での効率向上についても真摯にご協力いただき、改めて感謝
申し上げる次第であります。 
 
 当協議会では、本要望書における各種要望が昨年度分を含む過去における規制

１． 共通

２． 税制適格年金

３． 厚生年金基金

４． 確定給付企業年金（DB）＜規約型・基金型＞

５． 確定拠出年金（DC）

６． 生命保険業界に対する要望

７． 信託業会に対する要望



緩和要望と同じく、将来的に制度をより使い易く良いものへ改善させ、中長期的には
企業の活性化、ひいては日本経済の活性化、勤労者・国民の利益に資するものであ
ると考えている。関係各方面の方々には、このような趣旨をご理解いただき、引き続
きご協力をいただきたい。  
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６．生命保険業界に対する要望 

 
 
７．信託業会に対する要望 

１１１１．．．．共通共通共通共通 

   (1)  特別法人税の撤廃

   (2)  給付減額に関する要件の緩和・法的枠組の整備、及び受給（権）者の給付減
額手続きにおける最低積立基準額相当の支給の見直し

   (3)  過去勤務債務の一括償却

   (1)  税制適格年金において時価主義の導入も可能に

   (1)  会社分割による新会社や会社合併等における基金の連合設立認可要件の
緩和

   (1)  財政検証の割引計算に用いる予定利率の水準設定および財政計算に伴う掛
金追加拠出要件の弾力化及び適正化

   (2)  規約・運用管理規定等に関する手続きの簡素化 

   (3)  確定給付の枠組において、権利義務継承に係る規制緩和及びグループ企業
内の資産移管、個人のポータビリティの確保を要望する

   (4)  確定給付型の企業年金における給付引下げに係る承認基準・手続きの緩和
及び法的枠組みの整備

   (5)  受給権者の給付減額手続きにおける最低積立基準額相当の支給の見直し

   (6)  確定給付企業年金（老齢給付金）の支給要件の緩和

   (1)  老齢給付金の給付や開始年齢の弾力化、中途引出し要件の緩和

   (2)  掛金の拠出可能限度額の引上げ

   (3)  企業と従業員のマッチング拠出（本人拠出）を可能とすること

   (4)  確定拠出年金において規約分割・統合による制度導入を可能に

   (1)  確定給付企業年金における一般勘定について、選択肢の拡大を要望

   (1)  制度変更時における運用停止期間の発生回避

((((1) 1) 1) 1) 特別法人特別法人特別法人特別法人税税税税のののの撤撤撤撤廃廃廃廃

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1) 
    特別法人特別法人特別法人特別法人税税税税のののの存在存在存在存在がががが、、、、今般制度今般制度今般制度今般制度がががが導入導入導入導入されたされたされたされた確定確定確定確定拠拠拠拠出型年金制度出型年金制度出型年金制度出型年金制度のののの普及普及普及普及
やややや、、、、今後企業年金法今後企業年金法今後企業年金法今後企業年金法のののの下下下下でででで運用運用運用運用されていくされていくされていくされていく確定給付型年金確定給付型年金確定給付型年金確定給付型年金もももも含含含含めためためためた企業年企業年企業年企業年
金制度全般金制度全般金制度全般金制度全般のののの運用運用運用運用にににに多大多大多大多大なななな影響影響影響影響をををを与与与与えることがえることがえることがえることが予想予想予想予想されるためされるためされるためされるため、、、、廃廃廃廃止止止止をををを強強強強くくくく



 

要望要望要望要望するするするする。。。。

    2)2)2)2)      年金年金年金年金税税税税制制制制についてはについてはについてはについては、、、、拠拠拠拠出時出時出時出時・・・・運用時非課運用時非課運用時非課運用時非課税税税税、、、、受給時課受給時課受給時課受給時課税税税税のののの原則原則原則原則をををを徹底徹底徹底徹底
しししし、、、、さらにさらにさらにさらに平成平成平成平成16161616年度年度年度年度税税税税制改正要綱制改正要綱制改正要綱制改正要綱にてにてにてにて決定決定決定決定したしたしたした公的年金等控除及公的年金等控除及公的年金等控除及公的年金等控除及びびびび老老老老齢齢齢齢
者控除者控除者控除者控除のののの縮小縮小縮小縮小・・・・廃廃廃廃止止止止によってによってによってによって将来将来将来将来的的的的にににに得得得得られるられるられるられる財源財源財源財源はははは、、、、特別法人特別法人特別法人特別法人税税税税をををを撤撤撤撤廃廃廃廃すすすす
ることによるることによるることによるることによる財源不足財源不足財源不足財源不足のののの穴埋穴埋穴埋穴埋めとしてめとしてめとしてめとして将来将来将来将来的的的的にににに最優先最優先最優先最優先でででで確保確保確保確保されてゆくべきされてゆくべきされてゆくべきされてゆくべき
であるであるであるである。。。。

 ＜問題点＞

   特別法人税については、平成17年3月31日迄で凍結の延長期限切れとな
る。諸外国においては年金税制を拠出時・運用時非課税、受給時課税とする
のが通常であり、我が国のように運用時に課税する例はない。特別法人税の
課税については、前述の通り現在凍結中であるが、これが再び課税されるこ
ととなった場合、新型企業年金や確定拠出型年金の運営上大きな負担とな
り、公的年金を補完する役割を担う企業年金制度の維持が困難になる恐れ
が強い。このような特別法人税については、今後企業年金制度が果たす役割
についても十分に考慮した上で、撤廃されるべきである。

(2) (2) (2) (2) 給付減額給付減額給付減額給付減額にににに関関関関するするするする要件要件要件要件のののの緩和緩和緩和緩和・・・・法的法的法的法的枠枠枠枠組組組組のののの整備整備整備整備、、、、及及及及びびびび受給受給受給受給（（（（権権権権））））者者者者のののの給付減額給付減額給付減額給付減額
手手手手続続続続きにおけるきにおけるきにおけるきにおける最低積立基準額相最低積立基準額相最低積立基準額相最低積立基準額相当当当当のののの支給支給支給支給のののの見直見直見直見直しししし

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)  (1)(1)(1)(1)     各年金制度各年金制度各年金制度各年金制度におけるにおけるにおけるにおける加入者加入者加入者加入者にににに関関関関するするするする給付引下給付引下給付引下給付引下げについてはげについてはげについてはげについては、、、、現在母体現在母体現在母体現在母体
企業企業企業企業のののの経営状経営状経営状経営状況況況況のののの悪悪悪悪化化化化などなどなどなど止止止止むをむをむをむを得得得得ないないないない場合場合場合場合にににに加入者加入者加入者加入者のののの3333分分分分のののの2222以上以上以上以上のののの
同意同意同意同意をををを取取取取ることがることがることがることが必要必要必要必要であるとされているがであるとされているがであるとされているがであるとされているが、、、、このこのこのこの加入者加入者加入者加入者にににに対対対対するするするする給付減給付減給付減給付減
額額額額などのなどのなどのなどの給付利率給付利率給付利率給付利率のののの変変変変更更更更、、、、掛金掛金掛金掛金のののの算定等算定等算定等算定等についてはについてはについてはについては、、、、これをこれをこれをこれを加入者加入者加入者加入者のののの3333
分分分分のののの2222未未未未満満満満でででで組織組織組織組織するするするする労働労働労働労働組合組合組合組合のののの同意同意同意同意によってもによってもによってもによっても可能可能可能可能とするなどのとするなどのとするなどのとするなどの緩和緩和緩和緩和
措置措置措置措置がががが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。

 ((((2)2)2)2)     さらにさらにさらにさらに外部環境外部環境外部環境外部環境のののの変変変変化化化化にににに対対対対してしてしてして、、、、加入者加入者加入者加入者にににに対対対対するするするする給付減額給付減額給付減額給付減額をををを実実実実施施施施するするするする
場合場合場合場合であってもであってもであってもであっても、、、、受給受給受給受給（（（（権権権権））））者者者者へのへのへのへの適用適用適用適用がががが可能可能可能可能とならないとならないとならないとならない限限限限りりりり公平感公平感公平感公平感にににに欠欠欠欠
けけけけ、、、、企業年金制度企業年金制度企業年金制度企業年金制度のののの抜抜抜抜本的改善本的改善本的改善本的改善にもにもにもにも限定的限定的限定的限定的なななな効効効効果果果果しかもたらさないしかもたらさないしかもたらさないしかもたらさない。。。。しかしかしかしか
もももも現在現在現在現在ではではではでは受給受給受給受給（（（（権権権権））））者者者者にににに対対対対するするするする給付減額給付減額給付減額給付減額をををを可能可能可能可能とするとするとするとする法的法的法的法的枠枠枠枠組組組組みがみがみがみが整整整整
備備備備されていないことからもされていないことからもされていないことからもされていないことからも、、、、是非是非是非是非、、、、受給受給受給受給（（（（権権権権））））者者者者のののの給付減額給付減額給付減額給付減額についてについてについてについて私法上私法上私法上私法上
効効効効力力力力がががが認認認認められるようなめられるようなめられるようなめられるような法的法的法的法的枠枠枠枠組組組組のののの整備整備整備整備もももも同時同時同時同時にににに検検検検討討討討してもらいたいしてもらいたいしてもらいたいしてもらいたい。。。。

    2)2)2)2)  (1)(1)(1)(1)     給付減額時給付減額時給付減額時給付減額時にににに、、、、受給受給受給受給（（（（権権権権））））者者者者がががが希望希望希望希望したしたしたした場合場合場合場合のののの一時金一時金一時金一時金清清清清算算算算についてはについてはについてはについては、、、、
各社各社各社各社のののの制度上制度上制度上制度上のののの選選選選択択択択一時金金額一時金金額一時金金額一時金金額とすることをとすることをとすることをとすることを認認認認めるべきであるめるべきであるめるべきであるめるべきである。。。。

 ((((2)2)2)2)     またまたまたまた、、、、給付減額時給付減額時給付減額時給付減額時のののの一時金一時金一時金一時金清清清清算算算算についてはについてはについてはについては、、、、上記上記上記上記のののの選選選選択択択択一時金一時金一時金一時金にににに加加加加ええええ
てててて、、、、裁定裁定裁定裁定当当当当時時時時のののの算出基準算出基準算出基準算出基準にににに基基基基づくづくづくづく最低積立基準額最低積立基準額最低積立基準額最低積立基準額でのでのでのでの一時金一時金一時金一時金清清清清算算算算もももも認認認認めめめめ
るべきであるるべきであるるべきであるるべきである。。。。

 ((((3)3)3)3)     給付減額時給付減額時給付減額時給付減額時のみならずのみならずのみならずのみならず、、、、制度終了時制度終了時制度終了時制度終了時にもにもにもにも受給受給受給受給（（（（権権権権））））者者者者／／／／加入者加入者加入者加入者にににに最低積最低積最低積最低積
立基準額立基準額立基準額立基準額をををを分配分配分配分配することとなっているがすることとなっているがすることとなっているがすることとなっているが、、、、会会会会社社社社のののの退職金制度退職金制度退職金制度退職金制度のののの一部一部一部一部としてとしてとしてとして
のののの年金制度年金制度年金制度年金制度というというというという側面側面側面側面もももも考慮考慮考慮考慮してしてしてして、、、、各社各社各社各社のののの制度上制度上制度上制度上のののの選選選選択択択択一時金一時金一時金一時金でのでのでのでの分配分配分配分配
をををを認認認認めてめてめてめて貰貰貰貰いたいいたいいたいいたい。。。。特特特特にににに、、、、加入者加入者加入者加入者（（（（従従従従業員業員業員業員））））にににに対対対対してしてしてして、、、、最低積立基準額最低積立基準額最低積立基準額最低積立基準額でででで
分配分配分配分配することはすることはすることはすることは明明明明らかにらかにらかにらかに過大過大過大過大であるであるであるである。。。。

 ＜問題点＞

   1)1)1)1)  (1)  現行の制度では、加入者に対する給付引下げの認可基準が厳しく、さら
に受給（権）者に対しては給付引下げの法的枠組みさえ整備されていな
い。そのため現在の制度では、年金給付金額について絶対金額が基準に
なっており、当初設定した金額が減額されることを「不利益変更」と判断し
ている。しかしながら、最近のような低成長、デフレ経済下にあっては、3分
の2未満で組織する労働組合の同意がある場合においても、経済実態に
あわせた給付額の決定が出来るような制度が不可欠であるといえる。

  (2)  なお、企業年金は公的年金と異なり、母体企業の健全な存続が、安定し
た企業年金制度の維持運営には不可欠であるため、給付の見直しに関し
ては、加入者と受給(権)者の両者を視野に入れた設計が可能となるような
法的枠組みの整備が不可欠である。

   2)2)2)2)  (1)  受給（権）者の給付減額を行う場合には、当該受給（権）者が希望したと
きには、最低積立基準額相当を一時金として受け取ることができる等、減
額前の最低積立基準額が確保される措置が必要になっている。



 

 
２２２２．．．．税税税税制適格年金制適格年金制適格年金制適格年金 

 
３３３３．．．．厚生年金基金厚生年金基金厚生年金基金厚生年金基金 

  (2)  しかし、企業年金については退職一時金からの移行が一般的である実
態を踏まえると、希望者に対する一時金清算を行う場合、労使が退職一
時金として認識している各社の制度上の選択一時金を用いるのが妥当と
考えられる。

  (3)  現行の割引率を適用すると、最低積立基準額相当の支給額は選択一時
金ベースと比較して過大になり過ぎる。このため、受給(権)者の大部分が
一時金清算を選択することが想定され、結果として、年金制度の維持とい
う趣旨に合致しないだけでなく、年金財政に致命的な影響を及ぼしかねな
い。例えば厚生年金基金では、平成9年以前に裁定を行った受給（権）者
については、当時の予定利率が法令等により5.5%に制約されていたことを
考えると、現在の算出基準による最低積立基準額で一時金清算すると、
負担が大幅に増大してしまう。

  (4)  例えば、現在、厚生年金基金の解散時には、当面の措置として「最低責
任準備金以上、最低積立基準額以下で規約に定める額（労使合意した
額）」の資産を保有していれば、一括拠出を行う必要がなく、最低積立基準
額以下で規約に定める額（労使合意した額）から最低責任準備金を除い
た金額を分配することが認められている。

(3) (3) (3) (3) 過去勤務債務過去勤務債務過去勤務債務過去勤務債務のののの一括償一括償一括償一括償却却却却

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

            確定給付企業年金制度確定給付企業年金制度確定給付企業年金制度確定給付企業年金制度とととと併併併併せてせてせてせて、、、、既既既既存制度存制度存制度存制度からのからのからのからの円円円円滑滑滑滑なななな移行移行移行移行をををを図図図図るるるる観観観観点点点点、、、、
並並並並びにびにびにびに年金財政年金財政年金財政年金財政のののの健全化促進健全化促進健全化促進健全化促進をををを図図図図るるるる観観観観点点点点からからからから、、、、過去勤務債務過去勤務債務過去勤務債務過去勤務債務のののの一括償一括償一括償一括償却却却却をををを
含含含含めめめめ償償償償却却却却期間期間期間期間のののの弾弾弾弾力化力化力化力化がががが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。    
    具体的具体的具体的具体的にはにはにはには、、、、現在現在現在現在、、、、償償償償却却却却率率率率のののの上限上限上限上限がががが50%50%50%50%（（（（定額償定額償定額償定額償却却却却のののの場合場合場合場合はははは3333年年年年））））であるとこであるとこであるとこであるとこ
ろをろをろをろを、、、、一括償一括償一括償一括償却却却却（（（（100%100%100%100%償償償償却却却却、、、、1111年償年償年償年償却却却却））））もももも含含含含めめめめ50%50%50%50%（（（（3333年年年年））））以上以上以上以上のののの償償償償却却却却もももも認認認認めるべめるべめるべめるべ
きであるきであるきであるきである。。。。

((((1) 1) 1) 1) 税税税税制適格年金制適格年金制適格年金制適格年金においてにおいてにおいてにおいて時時時時価価価価主義主義主義主義のののの導入導入導入導入もももも可能可能可能可能にににに

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      税税税税制適格年金制適格年金制適格年金制適格年金はははは、、、、実実実実態的態的態的態的にはにはにはには簿簿簿簿価価価価であることをであることをであることをであることを求求求求められているのはめられているのはめられているのはめられているのは税税税税制適制適制適制適
格性格性格性格性のみでありのみでありのみでありのみであり、、、、他他他他のののの実実実実務務務務ではではではでは時時時時価価価価ををををベースベースベースベースにににに行行行行うのがうのがうのがうのが今後今後今後今後のののの主流主流主流主流であるであるであるである。。。。
以上以上以上以上からからからから、、、、厚生年金基金厚生年金基金厚生年金基金厚生年金基金ではではではでは時時時時価価価価ベースベースベースベースにににに移行移行移行移行したことやしたことやしたことやしたことや、、、、さらにさらにさらにさらに新企業年新企業年新企業年新企業年
金金金金（（（（DB,DC,CBDB,DC,CBDB,DC,CBDB,DC,CB））））でのでのでのでの評評評評価価価価もももも時時時時価価価価主義主義主義主義であることからであることからであることからであることから、、、、税税税税制適格年金制適格年金制適格年金制適格年金についてについてについてについて
もももも従来従来従来従来のののの簿簿簿簿価価価価主義主義主義主義によるによるによるによる評評評評価価価価にににに加加加加ええええ、、、、時時時時価価価価主義主義主義主義でででで評評評評価価価価することもすることもすることもすることも選選選選択択択択肢肢肢肢としとしとしとし
てててて認認認認めるべきであるめるべきであるめるべきであるめるべきである。。。。

 ＜問題点＞

  税制適格年金が簿価主義であることの問題点は次の通りである。

   1)   退職給付会計が時価主義であることとの整合性がとれない。

   2)   厚生年金基金や新企業年金が時価主義であることとの整合性がとれない。

   3)   簿価主義の場合、運用機関の入替えなど、効率化を行うための施策を実行
した場合に、必要以上に実現損益が発生し、それにより企業本体のキャッシ
ュフローに影響を与えること。

   4)   運用は時価の極大化を目指すものであり、簿価の極大化には意味がないこ
とから、運用収益の計測は時価ベースで管理することがもはや常識となって
いること。

   5)   必要以上の実現益捻出は、運用の効率性を阻害すること。

   6)   時価に対する割合で算定することが合理的との判断から、信託銀行、投資
顧問会社の報酬は時価ベースに基づく場合が多いこと。

((((1) 1) 1) 1) 
会会会会社分割社分割社分割社分割によるによるによるによる新新新新会会会会社社社社やややや会会会会社合社合社合社合併併併併等等等等におけるにおけるにおけるにおける基金基金基金基金のののの連合設立認可要件連合設立認可要件連合設立認可要件連合設立認可要件のののの緩緩緩緩



 
 
４４４４．．．．確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金（（（（DBDBDBDB）＜）＜）＜）＜規約型規約型規約型規約型・・・・基金型基金型基金型基金型＞＞＞＞ 

和和和和

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      労働労働労働労働契約契約契約契約継継継継承法承法承法承法によるによるによるによる基金基金基金基金のののの連合設立等連合設立等連合設立等連合設立等にににに関関関関するするするする認可基準認可基準認可基準認可基準をををを緩和緩和緩和緩和しししし、、、、制制制制
度度度度へのへのへのへの継続継続継続継続加入加入加入加入についてについてについてについて柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応がががが可能可能可能可能となるようとなるようとなるようとなるよう手手手手当当当当てされるべきであてされるべきであてされるべきであてされるべきであ
るるるる。。。。例例例例えばえばえばえば確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金とととと同同同同様様様様なななな認可基準認可基準認可基準認可基準とできないかとできないかとできないかとできないか。。。。

    2)2)2)2)      更更更更にににに、、、、事業所編入認可申請時事業所編入認可申請時事業所編入認可申請時事業所編入認可申請時のののの必要資料等必要資料等必要資料等必要資料等をををを簡略化簡略化簡略化簡略化しししし、、、、事務負事務負事務負事務負担担担担のののの軽軽軽軽減減減減
にににに配慮配慮配慮配慮すべきであるすべきであるすべきであるすべきである。。。。

 ＜問題点＞

   1)   労働契約継承法による分社会社等においては、分社後も従来の労働条件
等を継承することが原則であり、企業年金制度においても何ら変わりがない
中で、承継のための認可申請においては、該当者の個別の同意や承認が必
要など過度な手続きが必要となっている。

   2)   このままでは、事業の分割・合併等が加速される中で(1)事業の分割・合併
等の形態が多様化していること、(2)企業間の資本関係についても、持ち株会
社の介在等により直接的な関係とならないケースがあること、(3)外資系企業
との合併の場合では、制度の統一そのものが難しい場合も想定されること等
から、事業再編等に対する制約ともなりかねない。

((((1) 1) 1) 1) 財政財政財政財政検検検検証証証証のののの割引計算割引計算割引計算割引計算にににに用用用用いるいるいるいる予定利率予定利率予定利率予定利率のののの水準設定水準設定水準設定水準設定およびおよびおよびおよび財政計算財政計算財政計算財政計算にににに伴伴伴伴うううう掛金掛金掛金掛金
追加追加追加追加拠拠拠拠出要件出要件出要件出要件のののの弾弾弾弾力化及力化及力化及力化及びびびび適正化適正化適正化適正化

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

確定給付企業年金制度確定給付企業年金制度確定給付企業年金制度確定給付企業年金制度にににに課課課課されているされているされているされている財政財政財政財政検検検検証証証証につきにつきにつきにつき、、、、以下以下以下以下のののの要件緩和要件緩和要件緩和要件緩和をををを要望要望要望要望すすすす
るるるる。。。。

    1)1)1)1)      現現現現実実実実的的的的なななな運用利率運用利率運用利率運用利率にににに基基基基づいてづいてづいてづいて拠拠拠拠出出出出できるようできるようできるようできるよう、、、、非非非非継続継続継続継続基準基準基準基準のののの予定利率予定利率予定利率予定利率のののの弾弾弾弾
力化力化力化力化

    2)2)2)2)      未積立分未積立分未積立分未積立分のののの償償償償却却却却期間期間期間期間のののの延長延長延長延長

    3)3)3)3)      平成平成平成平成19191919年年年年までまでまでまで償償償償却却却却免除免除免除免除とされているとされているとされているとされている積立比率積立比率積立比率積立比率90909090～～～～100%100%100%100%部分部分部分部分のののの償償償償却却却却廃廃廃廃止止止止、、、、もももも
しくはしくはしくはしくは償償償償却却却却免除延長免除延長免除延長免除延長

    4)4)4)4)      税税税税制適格年金制適格年金制適格年金制適格年金からからからから移行移行移行移行したしたしたした制度制度制度制度にににに対対対対するするするする最低保全給付計算時最低保全給付計算時最低保全給付計算時最低保全給付計算時のののの控除控除控除控除のののの特特特特
例例例例をををを、、、、加入者部分加入者部分加入者部分加入者部分だけではなくだけではなくだけではなくだけではなく受給者部分受給者部分受給者部分受給者部分にもにもにもにも認認認認めることめることめることめること

    5)5)5)5)      上記上記上記上記のののの財政財政財政財政検検検検証証証証にににに関関関関連連連連してしてしてして、、、、積立上限額積立上限額積立上限額積立上限額のののの決定決定決定決定がががが「「「「最低積立基準額最低積立基準額最低積立基準額最低積立基準額もしくもしくもしくもしく
はははは上上上上    限計算用限計算用限計算用限計算用のののの数数数数理債務理債務理債務理債務のののの大大大大きいきいきいきい額額額額のののの1.51.51.51.5倍倍倍倍」」」」となっているがとなっているがとなっているがとなっているが、、、、最低責任基最低責任基最低責任基最低責任基
準額準額準額準額ををををクリアクリアクリアクリアしたらしたらしたらしたら速速速速やかにやかにやかにやかにコントリビューションホリデーコントリビューションホリデーコントリビューションホリデーコントリビューションホリデーをををを受受受受けられるようけられるようけられるようけられるよう、、、、
1.51.51.51.5倍倍倍倍をををを90%90%90%90%もしくはもしくはもしくはもしくは100%100%100%100%にににに変変変変更更更更することすることすることすること

 ＜問題点＞

   1)   確定給付企業年金では、新たに非継続基準での掛金が要求され、その計
算に使用する割引率も国債の利率（正確には20年国債の応募者利回り×0.8
～1.2）を使うことが定められている。これは、従来の適格年金にはなかった概
念であり、大幅な掛金支払の負担増加を企業に強いるものである。具体的に
は、従来、予定利率5.5%で運営していた企業が2.5%の割引率で非継続基準の
財政検証を行った場合、概算で30～40%程度の債務の増加となり、大きい年
金制度では数百億円単位で新たな掛金が求められることになる。

   2)   この新たな掛金のために、資金調達を強いられるこということは、企業経営
を圧迫するものである。

   3)   長期的には運用が国債利率にとどまるということは有り得ず、概念的には、
この実際の運用利率と国債利率の差が恒常的にオーバーファンドとしてファ
ンドの中にとどまることになる。これは、企業経営の効率性を損なうものであ
り、キャッシュフロー経営の観点からは容認できない。

   4)   また、非継続基準の債務の概念は、実際の退職金とは大幅に異なるもので
あり、企業からすると過大な保全と言わざるを得ない。

   5) 
 更に、非継続基準の評価によって算出された不足分を埋め合わせるための



 

 

資金の確保ができず、全体として税制適格年金から新企業年金への移行が
著しく困難となるなど、非継続基準の存在が確定給付企業年金の普及を阻害
する要因となっている。

(2) (2) (2) (2) 規約規約規約規約・・・・運用管理規定等運用管理規定等運用管理規定等運用管理規定等にににに関関関関するするするする手手手手続続続続きのきのきのきの簡素化簡素化簡素化簡素化

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    規約規約規約規約・・・・運用管理規定等運用管理規定等運用管理規定等運用管理規定等についてはについてはについてはについては、、、、開示開示開示開示内内内内容容容容をををを必要最低限必要最低限必要最低限必要最低限にとどめることをにとどめることをにとどめることをにとどめることを可能可能可能可能
としていただきたいとしていただきたいとしていただきたいとしていただきたい。。。。確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金はははは、、、、ディスクローズディスクローズディスクローズディスクローズをををを明確明確明確明確にににに実実実実施施施施してゆくこしてゆくこしてゆくこしてゆくこ
とをとをとをとを定定定定めているがめているがめているがめているが、、、、実実実実際際際際のののの開示開示開示開示内内内内容容容容についてはについてはについてはについては、、、、個個個個々々々々のののの企業企業企業企業ごとにごとにごとにごとに弾弾弾弾力的力的力的力的にににに決決決決めるめるめるめる
ことをことをことをことを可能可能可能可能とすることがとすることがとすることがとすることが重要重要重要重要であるであるであるである。。。。中中中中でもでもでもでも次次次次のののの措置措置措置措置をををを強強強強くくくく要望要望要望要望したいしたいしたいしたい。。。。

    1)1)1)1)      規約規約規約規約のののの別表別表別表別表へのへのへのへの運用受託機運用受託機運用受託機運用受託機関関関関のののの名名名名称称称称・・・・住所住所住所住所ののののリストリストリストリスト掲掲掲掲載省略載省略載省略載省略をををを要望要望要望要望するするするする。。。。

    2)2)2)2)      規約規約規約規約、、、、運用管理規程運用管理規程運用管理規程運用管理規程へのへのへのへの運用機運用機運用機運用機関関関関ののののシェアシェアシェアシェア記載省略記載省略記載省略記載省略をををを要望要望要望要望するするするする。。。。

 ＜問題点＞

   1)   規約の別表に運用受託機関の名称・住所を記入することになっており、規
約申請から承認にかけての数ヶ月間は運用機関の変更（シェアイン、シェアア
ウト）が事実上困難になるという実務上の制約が生じており、またリスト掲載
の必要性自体も不明確であることから、リスト掲載を省略して欲しい。（確定
給付企業年金法-第四条第三号）

   2)   規約もしくは規約とは別に「運用管理規程」を作成し、運用受託機関のシェ
ア（掛金払込割合、給付費等の負担割合）を記すようになっているが、運用受
託機関シェアの変更の都度、労働組合の同意（事後同意を含む）を得る必要
があり手続きが煩雑である。規約・運用管理規程への運用受託機関シェア記
載の省略を要望する。（平成14年3月29日厚生労働省年金局長通知）

(3) (3) (3) (3) 確定給付確定給付確定給付確定給付のののの枠枠枠枠組組組組においてにおいてにおいてにおいて、、、、権権権権利義務利義務利義務利義務継継継継承承承承にににに係係係係るるるる規制緩和及規制緩和及規制緩和及規制緩和及びびびびグループグループグループグループ企業企業企業企業内内内内
のののの資資資資産産産産移管移管移管移管、、、、個人個人個人個人ののののポータビリティポータビリティポータビリティポータビリティのののの確保確保確保確保をををを要望要望要望要望するするするする

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    今般今般今般今般のののの企業年金制度改革案企業年金制度改革案企業年金制度改革案企業年金制度改革案ではではではでは、「、「、「、「厚生年金基金厚生年金基金厚生年金基金厚生年金基金とととと他他他他のののの確定給付型確定給付型確定給付型確定給付型のののの企業年金企業年金企業年金企業年金
とのとのとのとの間間間間でのでのでのでの資資資資産産産産移管移管移管移管をををを認認認認めるめるめるめる」、「」、「」、「」、「転転転転職者職者職者職者がががが確定給付型確定給付型確定給付型確定給付型のののの企業年金資企業年金資企業年金資企業年金資産産産産をををを転転転転職先職先職先職先
のののの確定確定確定確定拠拠拠拠出年金出年金出年金出年金にににに移移移移すことをすことをすことをすことを認認認認めるめるめるめる」」」」とのとのとのとの内内内内容容容容になっているがになっているがになっているがになっているが、、、、次次次次のののの内内内内容容容容をををを具体的具体的具体的具体的
にににに措置願措置願措置願措置願いたいいたいいたいいたい。。。。

    1)1)1)1)      会会会会社分割社分割社分割社分割にににに伴伴伴伴うううう事業部門事業部門事業部門事業部門のののの移移移移転転転転・・・・継継継継承承承承にににに関関関関してしてしてして、、、、基金分割基金分割基金分割基金分割をををを行行行行わずにわずにわずにわずに厚生厚生厚生厚生
年金基金年金基金年金基金年金基金のののの加算部分加算部分加算部分加算部分についてはについてはについてはについては、、、、新確定給付企業年金新確定給付企業年金新確定給付企業年金新確定給付企業年金へのへのへのへの権権権権利義務移利義務移利義務移利義務移転転転転
をををを認認認認めることめることめることめること。。。。

    2)2)2)2)      従従従従業員業員業員業員のののの自由意志自由意志自由意志自由意志によるによるによるによる転転転転職職職職（＝（＝（＝（＝個別個別個別個別ののののポータビリティポータビリティポータビリティポータビリティ確保確保確保確保））））をををを想定想定想定想定したしたしたした制制制制
度度度度とすることとすることとすることとすること。。。。

    3)3)3)3)      キャッシュバランスキャッシュバランスキャッシュバランスキャッシュバランス型型型型のののの制度制度制度制度のののの場合場合場合場合でもでもでもでも、、、、転転転転職時職時職時職時にににに仮仮仮仮想口座想口座想口座想口座のののの積立金積立金積立金積立金をををを持持持持
ちちちち歩歩歩歩くことをくことをくことをくことを可能可能可能可能にするなどにするなどにするなどにするなど、、、、個人個人個人個人毎毎毎毎ののののポータビリティポータビリティポータビリティポータビリティをををを確保確保確保確保することすることすることすること。。。。

    4)4)4)4)      またいずれのまたいずれのまたいずれのまたいずれの場合場合場合場合であってもであってもであってもであっても、、、、確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金のののの脱脱脱脱退一時金退一時金退一時金退一時金をををを、、、、転転転転職先職先職先職先
のののの確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金やややや確定確定確定確定拠拠拠拠出年金出年金出年金出年金にににに非課非課非課非課税税税税でででで移管移管移管移管できるようできるようできるようできるよう措置措置措置措置するこするこするこするこ
とととと。。。。

    5)5)5)5)      さらにさらにさらにさらに、、、、企業年金制度企業年金制度企業年金制度企業年金制度研研研研究連絡究連絡究連絡究連絡会会会会がががが提案提案提案提案しているしているしているしている「「「「年金通算年金通算年金通算年金通算センターセンターセンターセンター」」」」のよのよのよのよ
うなうなうなうな、、、、いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「個人退職勘定個人退職勘定個人退職勘定個人退職勘定」」」」をををを一元管理一元管理一元管理一元管理するするするする組織組織組織組織のののの創設創設創設創設をををを行行行行いいいい、、、、転転転転退職等退職等退職等退職等
のののの事由事由事由事由のののの発発発発生生生生にににに際際際際してもしてもしてもしても年金制度年金制度年金制度年金制度やややや税税税税制優遇措置制優遇措置制優遇措置制優遇措置がががが継続継続継続継続可能可能可能可能となるとなるとなるとなる機能機能機能機能をををを
盛盛盛盛りりりり込込込込むなどのむなどのむなどのむなどの手手手手当当当当てがてがてがてが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。

    6)6)6)6)      事業再編等事業再編等事業再編等事業再編等にににに伴伴伴伴うううう移管移管移管移管についてについてについてについて、、、、実実実実施事業所施事業所施事業所施事業所のののの全部全部全部全部のののの継継継継承承承承のののの場合場合場合場合におけにおけにおけにおけ
るるるる当当当当該該該該実実実実施事業所施事業所施事業所施事業所からのからのからのからの退職者退職者退職者退職者についてはについてはについてはについては、、、、本人同意無本人同意無本人同意無本人同意無しでしでしでしで債務移債務移債務移債務移転転転転をををを可可可可
能能能能とすべきであるとすべきであるとすべきであるとすべきである。。。。

 ＜問題点＞

 確定給付企業年金法の新設や厚生年金保険法の改正等により、年金給付の権
利義務の移転・継承が認められるなど、仕掛け自体は整備されたが、まだ一定の制
約が残されている。そのため、異なる年金制度を有する会社同士の合併、また異な
る年金制度を有するグループ会社間の人事異動など、年金制度がネックとなり円滑
に行えないケースがある。具体的には次のようなものがある。



 

 

 

   1)   厚生年金基金の権利義務移転については、現状、適格年金や確定給付年
金法に基づく基金型または規約型企業年金等、他の年金制度からの移管受
入れのみが可能となっており、厚生年金基金から新確定給付企業年金への
権利義務移転が認められておらず、基金の分割を行えば権利義務を移転で
きるが、制度の維持管理に係る新会社での負担が重くなってしまうなど、事業
再編の妨げとなる。

   2)   実施事業所の一部の加入者に関する権利義務継承も認められるようになっ
たが、基本的には集団としての処理が前提であり、従業員の自由意志による
転職（＝個別のポータビリティ確保）は想定されていない。つまり、確定給付型
年金では、個人単位の権利義務継承ができないことから制度が異なる会社
間で人が異動（移動）する場合は年金制度が大きな阻害要因となる。

   3)   キャッシュ・バランス型の制度も実施可能となったが、転職時に仮想口座の
積立金を持ち歩くことはできず、個人毎のポータビリティは確保されていない。
キャッシュ・バランスプランでは個人の持分が明確であることから、個人単位
での権利義務の継承は可能であるはずである。

   4)   また、事業再編等に伴う移管について、実施事業所の全部の継承について
は受給権者も本人同意なしに移管できるようにすべきである。現状では権利
義務継承時の受給（権）者の債務移転には本人同意が必要となっている。

(4) (4) (4) (4) 確定給付型確定給付型確定給付型確定給付型のののの企業年金企業年金企業年金企業年金におけるにおけるにおけるにおける給付引下給付引下給付引下給付引下げにげにげにげに係係係係るるるる承認基準承認基準承認基準承認基準・・・・手手手手続続続続きのきのきのきの緩和及緩和及緩和及緩和及
びびびび法的法的法的法的枠枠枠枠組組組組みのみのみのみの整備整備整備整備

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      １１１１．．．．共通共通共通共通((((2)2)2)2)要望要望要望要望1)1)1)1)をををを参参参参照照照照

    2)2)2)2)      掛金負掛金負掛金負掛金負担担担担のののの困難性困難性困難性困難性をををを事由事由事由事由にしたにしたにしたにした給付引下給付引下給付引下給付引下げはげはげはげは、、、、直近直近直近直近のののの給付水準給付水準給付水準給付水準のののの変変変変更更更更かかかか
らららら5555年年年年をををを経経経経過過過過していることをしていることをしていることをしていることを求求求求めているがめているがめているがめているが、、、、このこのこのこの5555年年年年ルールルールルールルールのののの廃廃廃廃止止止止をををを要望要望要望要望するするするする。。。。

    3)3)3)3)      またまたまたまた、、、、確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金ややややキャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・バランスプランバランスプランバランスプランバランスプランなどのなどのなどのなどの確定給付型年確定給付型年確定給付型年確定給付型年
金金金金とととと確定確定確定確定拠拠拠拠出型年金出型年金出型年金出型年金のののの二本建二本建二本建二本建てでてでてでてで制度制度制度制度をををを運用運用運用運用しているようなしているようなしているようなしているような場合場合場合場合、、、、合計合計合計合計でのでのでのでの
会会会会社社社社拠拠拠拠出出出出がががが同額同額同額同額であればであればであればであれば、、、、確定給付型年金確定給付型年金確定給付型年金確定給付型年金をををを減減減減らしらしらしらし確定確定確定確定拠拠拠拠出型年金出型年金出型年金出型年金へのへのへのへの拠拠拠拠
出出出出をををを増増増増やすようなやすようなやすようなやすような場合場合場合場合、、、、確定給付型年金確定給付型年金確定給付型年金確定給付型年金だけをだけをだけをだけを見見見見てててて減額減額減額減額であるとしないでもらであるとしないでもらであるとしないでもらであるとしないでもら
いたいいたいいたいいたい。。。。

 ＜問題点＞

   1)   １．共通(2)問題点1)を参照

(5) (5) (5) (5) 受給受給受給受給権権権権者者者者のののの給付減額手給付減額手給付減額手給付減額手続続続続きにおけるきにおけるきにおけるきにおける最低積立基準額相最低積立基準額相最低積立基準額相最低積立基準額相当当当当のののの支給支給支給支給のののの見直見直見直見直しししし

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      １１１１．．．．共通共通共通共通((((2)2)2)2)要望要望要望要望2)2)2)2)をををを参参参参照照照照

 ＜問題点＞

   1)   １．共通(2)問題点2)を参照

(6) (6) (6) (6) 確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金（（（（老老老老齢齢齢齢給付金給付金給付金給付金））））のののの支給要件支給要件支給要件支給要件のののの緩和緩和緩和緩和

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      50505050歳歳歳歳未未未未満満満満でででで退職退職退職退職（（（（加入資格加入資格加入資格加入資格をををを喪失喪失喪失喪失））））したしたしたした者者者者についてもについてもについてもについても、、、、50505050歳歳歳歳以上以上以上以上60606060歳歳歳歳未未未未満満満満
のののの規約規約規約規約にににに定定定定めるめるめるめる年年年年齢齢齢齢にににに到達到達到達到達したしたしたした時時時時点点点点でででで年金年金年金年金のののの受給開始受給開始受給開始受給開始をををを可能可能可能可能としてとしてとしてとして欲欲欲欲しいしいしいしい。。。。

 ＜問題点＞

   1)   50歳未満で退職（加入者資格を喪失）した年金受給有資格者については、
60歳到達時まで年金の支給を開始することができない。

   2)   これは、当該対象者については、退職（資格喪失）という事象が50歳以上60
歳未満の期間に発生したものではないため、法令上の60歳未満での支給開
始要件を満足しないと解されるためである（確定給付企業年金法第36条）。

   3) 
 既に退職（加入者資格喪失）という事象が発生しており、かつ50歳以上の規
約に定める年齢到達という要件を満たした状態であるにもかかわらず、退職
（加入者資格喪失）という事象の発生時期の問題のみによって年金受給を制
限されることは、受給権者本人の納得性が低く、企業内における制度運営の



 
 
５５５５．．．．確定確定確定確定拠拠拠拠出年金出年金出年金出年金（（（（DCDCDCDC）））） 

 

観点からも、50歳以上退職者とのバランス上問題であるし、ライフサイクル上
の必要性等の観点からも、50歳未満退職者についても50～60歳の間におけ
る年金受給ニーズは高いと考えられる。

((((1) 1) 1) 1) 老老老老齢齢齢齢給付金給付金給付金給付金のののの給付給付給付給付やややや開始年開始年開始年開始年齢齢齢齢のののの弾弾弾弾力化力化力化力化、、、、中途引出中途引出中途引出中途引出しししし要件要件要件要件のののの緩和緩和緩和緩和

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      60606060歳歳歳歳未未未未満満満満のののの加入者加入者加入者加入者でででで給付給付給付給付をををを受受受受けられるのはけられるのはけられるのはけられるのは、、、、高度障害高度障害高度障害高度障害（（（（障害給付金障害給付金障害給付金障害給付金）、）、）、）、死死死死
亡亡亡亡（（（（死亡一時金死亡一時金死亡一時金死亡一時金））））のののの要件要件要件要件にににに限限限限られているためられているためられているためられているため、、、、老老老老齢齢齢齢給付金給付金給付金給付金のののの給付給付給付給付やややや開始年開始年開始年開始年齢齢齢齢
のののの弾弾弾弾力化力化力化力化をををを要望要望要望要望するするするする。。。。

    2)2)2)2)      中途引出中途引出中途引出中途引出しがしがしがしが可能可能可能可能となるとなるとなるとなる要件要件要件要件はははは、、、、今回今回今回今回のののの企業年金制度改革案企業年金制度改革案企業年金制度改革案企業年金制度改革案ではではではでは、、、、加入期加入期加入期加入期
間間間間がががが3333年以下年以下年以下年以下、、、、又又又又はははは、、、、資資資資産産産産額額額額がががが50505050万万万万円円円円以下以下以下以下でででで制度上掛金制度上掛金制度上掛金制度上掛金をををを納納納納められないめられないめられないめられない者者者者にににに
もももも認認認認めるとのめるとのめるとのめるとの内内内内容容容容になっているがになっているがになっているがになっているが、、、、貯蓄貯蓄貯蓄貯蓄ではなくではなくではなくではなく年金年金年金年金としてとしてとしてとして維持維持維持維持していくというしていくというしていくというしていくという
観観観観点点点点からさらにからさらにからさらにからさらに柔軟性柔軟性柔軟性柔軟性のあるのあるのあるのある制度制度制度制度とするためにはとするためにはとするためにはとするためには、、、、小額小額小額小額のののの資資資資産産産産をををを保持保持保持保持していしていしていしてい
るるるる人人人人であってもであってもであってもであっても手手手手数数数数料料料料やややや口座管理料等口座管理料等口座管理料等口座管理料等でででで不利益不利益不利益不利益をををを被被被被らないようならないようならないようならないような個人別管理個人別管理個人別管理個人別管理
資資資資産産産産のののの中途中途中途中途払払払払出出出出をををを含含含含めためためためた措置措置措置措置をををを検検検検討討討討すべきであるすべきであるすべきであるすべきである。。。。

 ＜問題点＞

   1)   確定拠出年金法案の成立により、労使双方にとって、企業年金制度の選択
肢が拡がることとなった。しかし、企業は退職給付制度の見直しに際して、確
定拠出年金を見直しのメインの制度として位置づけることが難しい。支給開始
が原則60歳に到達してからということは、60歳まで手元資金化できないという
ことである。60歳まで中途解約が出来ないこと等の理由から確定拠出年金の
導入を躊躇、または慎重にならざるを得ず、確定拠出年金市場の裾野がいつ
まで経っても広がらない恐れがある。確定拠出年金は貯蓄ではなく、あくまで
も自助努力による老後の生活保証の為の年金であることに留意し、給付や開
始年齢を弾力的に設定することを可能にするなど、より使いやすい制度として
いくことが必要である。

   2)   また、確定拠出年金の特徴であるポータビリティに関してや、今回の企業年
金制度改革案による加入期間が3年以下、又は、資産額が50万円以下で制
度上掛金を納められない者にも認めるとの内容は評価できるが、それでも50
万円を多少上回る程度の資産額を保有しながら勤続4年程度で退職し、第3
号被保険者となった者は個人型運用指図者となり、このままでは現下の低金
利の状況では手数料や口座管理料を勘案すると魅力ある制度とはならない。
なぜなら運用が殆ど見込めないのに手数料や口座管理料がかかり、目減りし
ていってしまう場合が大いに考えられ、最悪残高が0になったり、実質マイナス
に陥ってしまう可能性もあるからである。このような短期加入者で、以後加入
者となれない者の救済措置が絶対に必要であると考える。

   3)   また、企業型の加入者が退職した場合、個人型に移行することとなるが、転
職先で企業型確定拠出年金がなく確定給付企業年金が実施されている場合
や公務員となる場合、掛金の拠出ができなくなる。企業型で積み立てた資産
が小額の場合、手数料を考慮すると支給開始可能な時期まで資産が残らな
いケースが発生することから、このような観点からも中途脱退は制度的に不
可欠であると言える。さらにこの問題は制度普及のネックとなっており、利便
性の向上による制度普及が望まれる。

(2) (2) (2) (2) 掛金掛金掛金掛金のののの拠拠拠拠出可能限度額出可能限度額出可能限度額出可能限度額のののの引上引上引上引上げげげげ

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      確定確定確定確定拠拠拠拠出年金出年金出年金出年金におけるにおけるにおけるにおける掛金掛金掛金掛金のののの拠拠拠拠出可能限度額出可能限度額出可能限度額出可能限度額がががが低低低低くくくく、、、、老後老後老後老後のののの安定安定安定安定したしたしたした生生生生
活活活活をををを保障保障保障保障するにはするにはするにはするには十分十分十分十分ではないではないではないではない。。。。自助努力自助努力自助努力自助努力、、、、自己責任自己責任自己責任自己責任によるによるによるによる老後老後老後老後のののの生活保生活保生活保生活保
障障障障のののの確保確保確保確保をををを支援支援支援支援するためするためするためするため、、、、またまたまたまた企業企業企業企業のののの柔軟柔軟柔軟柔軟なななな年金制度年金制度年金制度年金制度のののの設計設計設計設計のののの実実実実現現現現のためのためのためのため
にはにはにはには、、、、拠拠拠拠出可能限度額出可能限度額出可能限度額出可能限度額をををを今回今回今回今回のののの平成平成平成平成16161616年度年度年度年度のののの税税税税制改正大綱制改正大綱制改正大綱制改正大綱にににに盛盛盛盛りりりり込込込込まれたまれたまれたまれた
金額金額金額金額からさらにからさらにからさらにからさらに引上引上引上引上げるべきであるげるべきであるげるべきであるげるべきである。。。。

 ＜問題点＞

   1)   今回の平成16年度の税制改正大綱に盛り込まれた拠出可能限度額につい
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て、企業型確定拠出年金については、(1)企業年金に加入していない場合、月
額46,000円（現行36,000円）へ、(2)企業年金に加入している場合、月額23,000
円（現行18,000円）へ、個人型確定拠出年金については、(1)企業年金、企業
型確定拠出年金のない企業の従業員の場合、月額18,000円（現在15,000円）
へと引き上げられることとなった。

   2)   しかし特に企業型の場合、拠出可能限度額がまだ低く抑えられていることか
ら、例えば将来の年金制度の構築に向けて、確定給付企業年金と確定拠出
年金の併用への移行を考えた場合であっても、確定拠出年金の移行割合を
上げすぎると拠出可能限度額を超えてしまうこととなり、越えた部分について
は給与への上乗せをせざるを得ない状況となる。

   3)   その場合、所得税増加、総報酬制の導入により社会保険料の増加が伴うこ
ととなり、つまりは給与への上乗せ部分は税金や社会保険料へと消えてしま
うことになる。 
 このような現象を解決し、柔軟な年金制度設計を可能とする観点からも拠出
可能限度額の更なる引き上げは早急に実施することが不可欠である。

(3) (3) (3) (3) 企業企業企業企業とととと従従従従業員業員業員業員ののののマッチングマッチングマッチングマッチング拠拠拠拠出出出出（（（（本人本人本人本人拠拠拠拠出出出出））））をををを可能可能可能可能とすること とすること とすること とすること 

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

    1)1)1)1)      確定確定確定確定拠拠拠拠出年金法出年金法出年金法出年金法のののの趣旨趣旨趣旨趣旨をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、自助努力自助努力自助努力自助努力、、、、自己責任自己責任自己責任自己責任のののの意識意識意識意識をををを高高高高めめめめ支援支援支援支援
するためにはするためにはするためにはするためには、、、、本人本人本人本人拠拠拠拠出出出出ができるができるができるができる仕組仕組仕組仕組みがみがみがみが必要必要必要必要であるであるであるである。。。。

    2)2)2)2)      現行現行現行現行のののの財形年金制度財形年金制度財形年金制度財形年金制度とのとのとのとの親和性親和性親和性親和性やややや移行移行移行移行もももも視野視野視野視野にににに入入入入れたれたれたれた場合場合場合場合、、、、本人本人本人本人拠拠拠拠出出出出（（（（ママママ
ッチングッチングッチングッチング拠拠拠拠出出出出））））をををを可能可能可能可能とすることによりとすることによりとすることによりとすることにより、、、、将来将来将来将来的的的的なななな選選選選択択択択肢肢肢肢のののの充充充充実実実実をををを図図図図るべきでるべきでるべきでるべきで
あるあるあるある。。。。

    3)3)3)3)      したがってしたがってしたがってしたがって拠拠拠拠出限度額出限度額出限度額出限度額のののの枠枠枠枠のののの範範範範囲内囲内囲内囲内でででで、、、、事業主事業主事業主事業主のののの拠拠拠拠出出出出にににに加加加加えてえてえてえて本人本人本人本人拠拠拠拠出出出出
（（（（マッチングマッチングマッチングマッチング拠拠拠拠出出出出））））もももも可能可能可能可能とするとするとするとする措置措置措置措置をををを講講講講ずるべきであるずるべきであるずるべきであるずるべきである。。。。

 ＜問題点＞

   1)   現在、企業型確定拠出年金の実施時は、事業主からの拠出しか実施でき
ず、本人からの拠出はできない。

   2)   企業年金の設計という観点からは、退職金や確定給付企業年金等からの
移行だけでなく、財形年金との親和性や移行も視野にいれるとマッチングは
不可欠であるといえる。

(4) (4) (4) (4) 確定確定確定確定拠拠拠拠出年金出年金出年金出年金においてにおいてにおいてにおいて規約分割規約分割規約分割規約分割・・・・統合統合統合統合によるによるによるによる制度導入制度導入制度導入制度導入をををを可能可能可能可能にににに

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

   1)      労働労働労働労働契約契約契約契約継継継継承法承法承法承法にににに基基基基づくづくづくづく分社等分社等分社等分社等のののの際際際際にににに、、、、新新新新会会会会社社社社においてにおいてにおいてにおいて従来従来従来従来同同同同様様様様のののの制度制度制度制度をををを
継続継続継続継続するするするする場合場合場合場合はははは、、、、規約分割規約分割規約分割規約分割によるによるによるによる制度導入制度導入制度導入制度導入をををを可能可能可能可能としてとしてとしてとして欲欲欲欲しいしいしいしい。。。。

 ＜問題点＞

   1)   新会社において規約を新設し、個人資産を移管する場合、一旦現金化した
上で資産移管を行わなければならないこと、商品の売却・購入日について本
人が指定できないこと、口座番号／パスワードが変更になること、配分指定等
の指図をもう一度行わなければならない等、加入者等の不利益が大きい。

   2)   また、事業再編という観点からも、会社を分割・統合する場合、確定拠出年
金では、規約の継承・分割が認められていないことから、資産の現金化など加
入者等の不利益が大きい。

((((1) 1) 1) 1) 確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金におけるにおけるにおけるにおける一般勘定一般勘定一般勘定一般勘定についてについてについてについて、、、、選選選選択択択択肢肢肢肢のののの拡拡拡拡大大大大をををを要望要望要望要望

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

   1)1)1)1)      生命保生命保生命保生命保険会険会険会険会社社社社はははは、、、、確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金におけるにおけるにおけるにおける一般勘定一般勘定一般勘定一般勘定をををを、、、、解約控除解約控除解約控除解約控除（（（（解約解約解約解約
ペナルティペナルティペナルティペナルティ））））付付付付のののの““““新一般勘定新一般勘定新一般勘定新一般勘定””””にににに限定限定限定限定しているがしているがしているがしているが、、、、解約控除解約控除解約控除解約控除のののの付付付付かないかないかないかない““““旧旧旧旧一一一一
般勘定般勘定般勘定般勘定””””もももも選選選選択択択択肢肢肢肢としてとしてとしてとして残残残残すことをすことをすことをすことを要望要望要望要望するするするする。。。。

 ＜問題点＞
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以 上

企業企業企業企業のののの資金調達資金調達資金調達資金調達のののの円円円円滑化滑化滑化滑化にににに関関関関するするするする協議協議協議協議会会会会((((略略略略称称称称：：：：企業財務協議企業財務協議企業財務協議企業財務協議会会会会)))) 
〒105-0001東京都港区虎ノ門1丁目5番16号晩翠ビル5階 
TEL03-3503-7671 FAX 03-3502-3740 cfta@bpf-f.or.jp

   1)   生命保険会社は、確定給付企業年金における一般勘定を、解約控除（解約
ペナルティ）付の“新一般勘定”に限定しており、保証利率が“新一般勘定”より
低いものの解約控除の付かない“現行一般勘定”の継続適用を認めていな
い。これは制度変更のタイミングを捕らえて、スポンサーの選択肢を一方的に
制限するものである。確定給付企業年金においても“現行一般勘定”の選択
肢を残してほしい。

((((1) 1) 1) 1) 制度制度制度制度変変変変更時更時更時更時におけるにおけるにおけるにおける運用停止期間運用停止期間運用停止期間運用停止期間のののの発発発発生回避生回避生回避生回避

 ＜＜＜＜要望要望要望要望＞＞＞＞

   1)1)1)1)      確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金確定給付企業年金へのへのへのへの制度制度制度制度変変変変更時更時更時更時にににに、、、、一時期運用一時期運用一時期運用一時期運用をををを停止停止停止停止せざるをせざるをせざるをせざるを得得得得ないないないない
状状状状況況況況がががが発発発発生生生生しているためしているためしているためしているため、、、、このこのこのこの取扱取扱取扱取扱いのいのいのいの改善改善改善改善をををを要望要望要望要望するするするする。。。。

 ＜問題点＞

   1)   税制適格年金・厚生年金基金から確定給付企業年金への制度変更時にお
いては、合同運用を除いて、制度移行日前後に運用を停止せざるを得ない制
約が発生している。これは資産運用上極めて非効率であるので、運用停止期
間が発生しないよう（やむを得ず発生する場合でも期間を最小化するよう）改
善をお願いしたい。


